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（３）児童通所給付 ○身○知○精○難○発  

児童福祉法に基づくサービスです。原則、18歳未満の方が対象です。 

サービス名 サービス内容 支給要件 

児童発達支援 

日常生活における基本的な動作の指

導、知識技能の付与、集団生活への適

応訓練その他必要な支援を行います。 

療育の観点から集団及び個別療育

を行う必要があると認められる未

就学児 

医療型児童発達支

援 

日常生活における基本的な動作の指

導、知識技能の付与、集団生活への適

応訓練その他必要な支援及び治療を行

います。 

肢体不自由があり、理学療法等の

機能訓練又は医療的管理下での支

援が必要であると認められた未就

学児 

居宅訪問型児童発

達支援 

重度の障害等により外出が著しく困難

な障害児に対し、居宅に訪問して、基

本的な動作の指導、知識技能の付与等

の支援を行います。 

重症心身障害児などの重度の障害

児等であって、児童発達支援等の

障害児通所支援を受けるために外

出することが著しく困難な未就学

児 

放課後等デイサー

ビス 

生活能力の向上のために必要な訓練、

社会との交流の促進その他必要な支援

を行います。 

学校教育法第１条に規定している

学校（幼稚園及び大学を除く）に

就学しており、授業の終了後又は

休業日に支援が必要と認められた

児童 

保育所等訪問支援 

障害児以外の児童との集団生活への適

応のため、専門的な支援その他必要な

支援を行います。 

保育所その他の児童が集団生活を

営む施設として厚生労働省が定め

るものに通う障害児であって、当

該施設を訪問し、専門的な支援が

必要と認められた児童 

◎月額負担上限額 

原則、サービス利用料の１割が自己負担となります。世帯の収入状況に応じて、一月あたりの

負担上限額を設定します。 

※サービスを利用する方が 18歳未満の場合、世帯単位の所得で判断します。 

区分 世帯の収入状況 月額負担上限額 

生活保護 生活保護受給世帯 0円 

低所得 市民税非課税世帯 0円 

一般１ 市民税所得割 28万円未満 4,600円 

一般２ 上記以外 37,200円 

◎自己負担の上限管理 

一月あたりの自己負担額が月額負担上限額を超過することが予想される方については、月

額負担上限額の管理を障害福祉サービス事業所に依頼することができます。（市に届出が必

要です。） 

◎高額障害福祉サービス費 

同じ世帯の中で障害福祉サービスを利用する方が複数いる場合や補装具の支給を受けた

場合、自立支援給付や介護保険サービスを併せて利用した場合には、基準額を超えた分が高

額障害福祉サービス費として償還払い方式により支給されます。 

 


